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オープンデータによる歩行者移動支援サービスの普及促進に向けた提言 

 

 

１． はじめに 

急激な人口減少、少子化、異次元の高齢化が進展する中、豊かで活力ある社会を築

き、維持し、発展させていくためには、あらゆる人が社会に参画し活躍できるユニバ

ーサルな社会を構築していく必要があり、その大前提として誰もが自由に自律的に移

動できる環境を整える必要がある。 

言うまでもなく、移動は、業務、日常生活、観光、レジャーなどあらゆる社会経済

活動を行うに当たっての基本的な行動であり、誰もが自由に自律的に移動できるとい

うことは、豊かで活力ある社会が具備すべき最低限の要件と言っても過言ではない。 

社会経済活動の前提である移動をあらゆる人が自由に自律的に行うためには、個々

人の身体的特性や移動シーンに応じて適切な支援が必要な場合もある。近年のＩＣＴ

の目覚ましい進展を背景に、健常者の日常生活における移動を支援するサービスが民

間ビジネスなどで展開されつつある一方、Challenged（障害者）や高齢者などの移動、

災害時など頻度の少ないシーンにおける移動などを支援するサービスは民間ビジネス

には馴染まない場合が多く、公的な支援をはじめ社会全体で日常との連携を図りなが

ら支援環境を整えていく必要がある。 

国土交通省では、誰もが自由に自律的に移動できるユニバーサルな社会の実現に向

け、従来より「歩行者移動支援サービス」の普及促進に向けた取組を進めてきたが、

近年のＩＣＴ（情報通信技術）の目覚ましい進展、生活のあらゆる面におけるＩＣＴ

の浸透を踏まえ、歩行者移動支援サービスもＩＣＴを一層活用してより多くの人が身

近に容易にサービスを受けられるような新たなステージに移行していくことが求めら

れている。 

折しも、２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催が決定されたと

ころであり、これを当面の目標に据え、産学官が連携してＩＣＴを活用した歩行者移

動支援サービスの一層の普及促進を図っていく必要がある。 

本提言は、ＩＣＴを活用した歩行者移動支援サービスの普及促進に向け、オープン

データの必要性や可能性、オープンデータによる歩行者移動支援サービスの普及促進

に向けた国をはじめ関係者の果たすべき役割等をとりまとめたものである。 

 

２． 歩行者移動支援施策とオープンデータの必要性 

国土交通省がこれまで進めてきた歩行者移動支援施策は、ユニバーサルな社会の実

現に向け、様々な身体的特性をお持ちの多様な Challenged の方々に対してそれぞれの

身体的特性やニーズに応じた個々のサービスを検討し実用化を目指してきた。 
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例えば、車いす利用者には段差の少ない経路やエレベーターを利用する経路など健

常者が利用する経路とは異なる経路を案内し、また、視覚障害者に対しては視覚障害

者誘導用ブロックによる案内や音声・振動による案内を検討するなど、個々人のニー

ズにできるだけきめ細かく対応することにより、あらゆる人が可能な限りの最適な経

路で自律的に移動できるユニバーサルな社会の実現を目指してきた。 

これまでも各地で様々な技術やデータを活用した歩行者移動支援サービスが提供さ

れてきているが、その基本的な仕組みは、「位置特定技術」、「情報端末」、「各種データ」

の三要素で構成されている。 

「位置特定技術」とは、移動中の歩行者が自身の位置を知るための技術であり、屋

外ではＧＰＳを利用しておおよその位置特定が可能であり、準天頂衛星や屋内位置特

定技術などＧＰＳを補完する技術も産学官が連携して開発中である。今後、その精度

や適用範囲は益々向上、拡大していくことが期待されている。 

移動中の歩行者が歩行者移動支援サービスを受けるために必要な「情報端末」は、

従前はサービスごとに個別の専用端末を用意する必要があり、サービスを受けられる

利用者は限定的にならざるを得なかったが、近年、スマートフォンやタブレットなど

のモバイル端末が急速に普及し、多くの歩行者が日常的にそれらを携帯し、それらを

介して様々なサービスを受けられる環境が整ってきており、歩行者移動支援サービス

も同様にスマートフォンやタブレットなどのモバイル端末を活用することで、誰もが

身近に容易にサービスを受けられるようになってきている。 

一方、歩行者移動支援サービスに必要な「各種データ」に関しては、その収集、整

備、管理、更新を多くの場合、地方公共団体等のサービス提供者自らが独自に行わざ

るを得ないのが現状であり、それらの効率化、低コスト化、責任範囲の限局がサービ

ス提供や普及促進に当たっての大きな課題となっており、行政などの限られたサービ

ス提供者だけでは様々な Challenged の方々の多様なニーズに対して十分に対応でき

ていない可能性もある。 

この隘路を打開するためには、近年、国際的に取組が進められ、我が国においても

官民が連携して強力に取り組んでいる「オープンデータ」の考え方を積極的に推進す

ることが必要不可欠である。歩行者移動支援サービスに必要な「各種データ」がオー

プンデータ化されれば、多くの人が「各種データ」を自由に利用し、責任分界を明確

化した上で多様なサービスを提供することが可能となり、様々な利用者のニーズに応

じた多様な歩行者移動支援サービスの出現が期待できる。その結果、誰もが自由に自

律的に移動できる環境の整備が促進され、ひいては、あらゆる人が社会に参画し活躍

できるユニバーサルな社会の構築にも寄与することとなる。 

オープンデータによる歩行者移動支援サービスの普及促進によりユニバーサルな社

会が実現されるよう、当事者も含む多くの人の参加の下、社会全体で支え合いながら

必要なデータのオープンデータ化に取り組んでいく必要がある。 
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３． オープンデータの可能性と市町村の役割 

平成２４年７月に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部）

（本部長：内閣総理大臣）において「電子行政オープンデータ戦略」が決定され、我が

国においてオープンデータの取組が本格的に開始された。 

国はデータカタログサイト「DATA.GO.JP」を開設し、国が保有する様々なデータセ

ットを既に１万件以上公開している。 

地方公共団体や民間団体等も地方公共団体のＷｅｂサイトや民間団体等が運営する

Ｗｅｂサイト等を利用してオープンデータの取組を開始しており、オープンデータに

取り組む地方公共団体の数も飛躍的に増加している。 

国や地方公共団体等によるオープンデータの取組の進展に伴い、公開されたオープ

ンデータを活用した様々なサービス（アプリケーション）も多様な主体により開発、

公開され始めている。開発、公開されたサービスには施設の位置情報等を提供するも

のや施設までの経路案内を行うものなど、歩行者の移動を支援するサービスも多く含

まれており、オープンデータによる歩行者移動支援サービスの展開の可能性をうかが

わせている。 

引き続き、歩行者の移動に必要な「各種データ」を国が率先してオープンデータ化

し、これに倣って地方公共団体や民間団体等もオープンデータに取り組み、様々なデ

ータを多くの人が自由に利用して様々な歩行者移動支援サービスを提供することなど

により、歩行者の移動を社会全体で支え合うような環境を整えていくことが重要であ

る。 

ここで、オープンデータに先進的に取り組んでいる事例を紹介する。 

（１）福井県鯖江市 

 鯖江市では、平成２３年に庁内に情報統計課を組織し、国に先んじてオープ

ンデータの取組を開始した。情報統計課が中心となって、市民や地元高専の学

生、地元ＩＴ企業などと連携し、アイデアソンやハッカソンなどのイベントを

通じて情報交換を行いながらオープンデータの活用方策等の検討を進めている。

同時に職員向けの研修を毎年実施する等、職員のオープンデータに関する知識

の向上にも努めている。 

 平成２７年２月現在、１０５のデータセット（うち歩行者移動支援サービス

でニーズの高いデータ３７）が公開され、１２２のサービス（うち歩行者移動

支援サービス５５）が公開されている。 

（２）神奈川県横浜市 

 横浜市では、平成２４年９月、産学官で組織された全国組織「オープンデー

タ流通推進コンソーシアム」の会員となり、オープンデータの取組を開始した。

その後、平成２５年５月に副市長をＣＩＯとする「ＩＴ化推進本部」の下に政

策局長をリーダーとする「オープンデータ推進プロジェクト」を立ち上げて全

庁的な検討を進め、平成２６年３月に「横浜市オープンデータの推進に関する
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指針」を策定し、同年７月には「よこはまオープンデータカタログ（試行版）」

を開設した。 

一方、民間では平成２４年１２月に産学が連携した「横浜オープンデータソ

リューション発展委員会」が組織され、アプリコンテスト等のオープンデータ

を活用したイベントを多数開催するなど、官民協働でオープンデータの取組が

進められている。 

 平成２７年２月現在、１６１のデータセット（うち歩行者移動支援サービス

でニーズの高いデータ４１）が公開され、４３のサービス（うち歩行者移動支

援サービス２１）が公開されている。 

（３）福島県会津若松市 

 会津若松市では、国が「電子行政オープンデータ戦略」を決定した平成２４

年７月に情報政策課が主導してオープンデータの取組を開始した。平成２５年

１１月には副市長をＣＩＯとする情報化統括推進委員会のもとに「オープンデ

ータ推進検討チーム」を設置し庁内横断的に検討を行う体制を整えるとともに、

独自のオープンデータ活用基盤「DATA for CITIZEN」等を構築し、地元会津大

学や地域住民、ＮＰＯ、地元ベンチャー企業等と連携してオープンデータの取

組を進めている。 

 平成２７年２月現在、４９のデータセット（うち歩行者移動支援サービスで

ニーズの高いデータ１１）が公開され、１４のサービス（うち歩行者移動支援

サービス５）が公開されている。 

先進事例からも分かるとおり、オープンデータによる歩行者移動支援サービスを展

開するためには基礎自治体である市町村の役割が極めて重要である。市町村は地域住

民や関係団体等と連携してオープンデータ環境の整備やオープンデータの利活用に向

けて中心的な役割を果たすことが望まれる。 

市町村はこれまでも歩行者移動支援サービスの提供に当たって中心的な役割を果た

してきたが、一方で「課題・ニーズの把握」、「データの収集・作成」、「サービスの提

供」と多岐にわたる役割全てを市町村が単独で担っていたが故に提供できるサービス

も特定のサービスとならざるを得ず、多様な利用者からの様々なニーズへのきめ細か

な対応が十分に行えていなかった可能性がある。今後、オープンデータに取り組むこ

とにより、市町村の役割は「オープンデータ環境の整備」（関係団体等と連携したデー

タの収集、公開）や「公開されたデータの利活用の促進」（ハッカソン、コンテスト等

のイベントの開催等）に重点を置くことが望ましく、サービス提供は NPO や公的機関

なども含めオープンデータを利用する多様な主体に委ねることにより、多くの利用者

からの様々なニーズにも対応できるような多様なサービスが出現することが期待され

る。 

 市町村がオープンデータに取り組むに当たって、取組体制やデータ公開に関する基

本的な考え方等は、「地方公共団体オープンデータ推進ガイドライン」（平成２７年２

月１２日、内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室）等が参考となる。 
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また、他の先進事例では、歩行者移動支援サービスを地域情報提供サービス等の場

（地域）に応じた様々な他のサービスと連携し一体的に提供することにより成功して

いる事例が多くあり、歩行者移動支援サービスと他の様々なサービスとの連携がサー

ビスの普及促進に効果的であることを示している。 

 

４． オープンデータへの取組（歩行者移動支援サービスに必要なデータ） 

市町村がオープンデータに取り組む場合には、「原則公開」の理念の下、できるだけ

多くのデータを対象とすることが望ましいが、限られたデータであったとしてもオー

プンデータへの取組を着実に開始させることも重要である。膨大なデータ全てを対象

にオープンデータに取り組むことは非効率な場合もあり、まずは地域の課題やニーズ

を踏まえ、提供するサービスや利用シーンを想定し、ニーズが高いと思われるデータ

などを中心に可能な範囲でオープンデータへの取組を開始することが望ましい。 

国は、市町村の取組を支援するため、代表的なサービスの例やそれぞれのサービス

においてニーズが高いと思われるデータを示し、率先してオープンデータ化に取り組

む必要がある。 

歩行者移動支援サービスに必要なデータは、「施設に関するデータ」や「移動に関す

るデータ」などが考えられるが、それぞれのデータのオープンデータ化に向けて国や

地方公共団体等が取り組むべき事項は以下のとおりである。 

（１）施設に関するデータ 

① 行政が管理する施設に関するデータ 

国は、ニーズが高いと思われるデータのうち国が管理する施設に関するデ

ータについては、既に保有している情報を率先して積極的にオープンデータ

化すべきであり、都道府県、市町村も国に倣ってオープンデータ化すること

が望ましい。特に施設の多くを管理する市町村の役割は重要であり、「地方

公共団体オープンデータ推進ガイドライン」等を参考に積極的にオープンデ

ータ化に取り組むことが望ましい。 

② 民間団体等が管理する施設に関するデータ 

国や地方公共団体は、オープンデータ担当部局とバリアフリー担当部局が

連携する等して、民間団体等が管理する施設のバリアフリー法に基づく整備

状況等を収集、共有し、施設管理者等の理解と協力の下、施設ごとのバリア

フリー状況等を積極的に公開することが望ましい。 

オープンデータによる歩行者移動支援施策を展開するためには民間団体等

の理解と協力が不可欠であり、国は、民間団体等が情報を公開しやすい環境

を整えるため、歩行者移動支援施策の意義等に関する説明を十分に行うとと

もに、民間団体等の意向に配慮した標準的なライセンスのあり方や情報を公

開した団体等の評価や顕彰等についても検討を行うべきである。 

また、民間団体等の協力を仰ぐためにも、国は率先してオープンデータに
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取り組むべきである。 

（２）移動に関するデータ 

主に民間団体が保有する公共交通に関するデータについては、「公共交通オ

ープンデータ研究会」などの民間の取組と連携してオープンデータ化を進め

ることが望ましい。 

道路や通路に関するデータである歩行空間ネットワークデータについて

は、その整備状況は限定的であるため、国は、ニーズやサービス水準に応じ

たデータ項目や対象道路のあり方、道路管理者、地方公共団体、ボランティ

ア、地域住民等と連携した簡易な整備、管理手法等について検討を行うべき

である。 

（３）その他のデータ 

① ハザードマップに関する情報 

多くの地方公共団体等では災害情報に関する各種ハザードマップ等が作成

され、それらの多くはインターネット上で公開されているが、ハザードマッ

プ等には歩行者移動支援サービスに必要な多くのデータが含まれており、ハ

ザードマップ等を作成・公開する地方公共団体等は、ハザードマップ等の公

開と併せて、それらの作成のために収集、作成した基礎的な情報も積極的に

オープンデータ化することが望ましい。 

② 国土数値情報 

国では国土形成計画や国土利用計画などの国土計画の策定等を支援するた

めに、国土に関する様々なデータを「国土数値情報」として整備、公開して

おり、位置精度やライセンスに留意の上、歩行者移動支援サービスで利用で

きるデータも含まれている。国は、国土数値情報の整備にあたり、地方公共

団体のオープンデータを利用したり、整備したデータを公開する了解を得て

原典データを収集するなどにより、より幅広い利用を可能とすることが望ま

しい。 

また、上述した「各種データ」を地図上で表現し歩行者移動支援サービスで利用す

るためには「各種データ」に、ＧＰＳ等で特定された位置と整合する位置情報を付与

するべきであるが、例えば国土地理院が発行している世界測地系による経度緯度と高

さ（建物の階数）に基づく位置情報を含む「場所情報コード」を活用するなど、位置情

報はオープンなコードで統一的に表現される必要がある。 

日本学術会議は「国家標準識別子体系」の必要性を提言しており、位置情報の表現

方法や管理方法について、日本学術会議提言を踏まえて更なる検討を進めていく必要

がある。 

 

５． 歩行者移動支援サービスの普及促進に向けて 

オープンデータによる歩行者移動支援サービスを普及促進するためには、上述した
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オープンデータへの取組と併せて以下の取組も進めていく必要がある。 

（１）場所情報インフラの共有化 

歩行者移動支援サービスの普及促進を図るためには、歩行者移動支援サー

ビスが地域情報提供サービス等、場（地域）に応じた様々な他のサービスと連

携し一体的に提供されることが望ましい。歩行者移動支援サービスの検討に

当たっては、単独のサービスを提供することを前提とした専用のデータやイ

ンフラ、アプリケーション等の整備、開発に止まらず、他の様々なサービスと

容易に連携できるような互換性や相互利用性を確保しながら進めるべきであ

る。 

 とりわけ、位置を特定するためのビーコンやタグ等の場所情報インフラにつ

いては、産学官が連携して様々なフィールドでその実用化に向けた検討が進め

られているが、今後はそれぞれの検討の成果も踏まえ、場所情報インフラを誰

もが自由に利用できるようにするために、位置情報の表現方法や管理のあり方

等について日本学術会議提言を踏まえて一層の検討を進めていく必要がある。 

（２）基盤地図の充実・活用 

上述の歩行者移動支援サービスを普及促進するためには、絶えず変化し続け

る国土においても「位置特定技術」により正しく位置を知ることができ、また

様々な「各種データ」が都道府県や市町村などの境界を越えてシームレスかつ

正しい位置に表現されるための基準となる共通の基盤地図が必要である。その

ため、国は、地理空間情報活用推進基本法の趣旨に基づき、位置が正確かつ新

鮮な基盤地図情報などの地理空間情報を、利用しやすい形で整備・提供すると

ともに、地方公共団体や民間企業等による基盤地図の活用を推進する取組を行

う必要がある。また、「各種データ」を活用して基盤地図をより充実させる仕

組みについても検討が必要である。 

（３）サービス提供者（データ活用者）の留意点 

オープンデータを活用して様々なサービスを提供する主体は、提供するサー

ビスがより多くの方に利用されるよう、サービス自体の利便性の向上と併せて、

セキュリティやユーザー情報の取り扱い、アプリケーションの掲載場所、利用

上の注意点、責任範囲などの情報を利用者に対して分かりやすく提供すること

にも努めるべきである。 

（４）成功事例の提示（リーディング事業の実施） 

オープンデータによる歩行者移動支援サービスが全国各地で市町村の主体的

な取組によって普及促進していくためには、多くの地方公共団体や地域住民等

の参考となり、取組の動機付けとなるような成功事例を紹介することも効果的

である。国は、オープンデータによる歩行者移動支援サービスに先進的に取り

組んでいる地方公共団体の事例調査やこれから取り組もうとする地方公共団体

への重点的な支援などにより多くの成功事例を収集し全国の地方公共団体や住

民等に向けて発信すべきである。 
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（５）ロードマップの作成、共有化、進行管理 

 オープンデータによる歩行者移動支援サービスを確実に普及促進させていく

ためには、全国展開に向けたスケジュールを具体化し、ロードマップとして関

係者で共有し、その進行を管理していく必要がある。２０２０年オリンピック・

パラリンピック東京大会は、関係者が一丸となって取り組むための絶好の節目

であり、２０２０年に向けた取組が２０２０年以降もレガシーとして残りユニ

バーサルな社会が実現されるよう取り組んでいく必要がある。２０２０年、更

にはその先に向けた概ねのロードマップは別添のとおりであるが、今後はこれ

を更に具体化し、関係者の適切な役割分担の下、その進行を管理し確実に実行

していく必要がある。 

 

６． むすび 

急激な人口減少、少子化、異次元の高齢化が進展する中、豊かで活力ある社会を築

き、維持し、発展させていくためには、これまでの行政の進め方や行政と地域住民と

の関わりを変えていかなければならない。 

全てのことを単独で行うことが難しくなる時代～行政だけではできない、個人だけ

でもできないことが増えていく時代～を迎える中、様々な課題に対して社会全体で向

き合い、協力し合い、支え合いながらそれぞれの課題を解決していくことが強く求め

られている。 

オープンデータという考え方は、まさに社会全体で支え合いながら課題を解決して

いこうという考え方であり、行政の進め方に対する大きなパラダイムチェンジである。 

全ての課題を行政のみで解決しようとするのではなく、多くの人がチャレンジでき

るチャンスを用意し、多くのチャレンジの中から解決策を見出していくことが今後の

行政の進め方として重要になっていくであろう。 

歩行者移動支援施策についても、誰もが自由に自律的に移動できる豊かで活力のあ

る社会の実現に向け、これまでに蓄積された知見を生かしつつ、本提言を契機に新た

にオープンデータの考え方も取り入れ、多くの人の参加の下、社会全体で支え合いな

がら進めていくことが期待される。 


